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議  長  名 

 

 地方自治法第99条の規定により、下記のとおり意見書を提出します。 

記 

 食肉処理施設は、国産食肉の安定供給及び地域の畜産業を支える食肉流通基

盤の中核を担い、我が国の食料安全保障を確保する上で重要な役割を果たして

いる。  

しかしながら、全国の食肉処理施設では老朽化の進行に加え、人件費や建設

費の高騰もあり、施設の運営や更新に係る負担は増大している。本県において

も、松本食肉施設の閉鎖により県内の処理施設が１か所となる見通しであり、

食肉流通基盤の維持は喫緊の課題となっている。 

また、畜産農家や飼養頭数が減少する中、地域によっては、都道府県単位で

は施設運営に必要な処理頭数の確保が難しくなっていることから、施設の再編

・合理化等に向け、都道府県の枠を越えた広域的な対応を進めるとともに、今

後の食肉供給体制について、国全体で議論していくことが求められる。 

よって、本県議会は、国会及び政府において、将来にわたり持続可能な食肉

流通基盤を確保するため、次の事項について特段の措置を講ずるよう強く要請

する。 

１ 食肉処理施設の再編・合理化等の推進に向け、都道府県の枠を越えた広域

的な食肉処理体制の構築や施設間連携の調整に国が積極的に関与すること。 

２ 食肉処理施設の持続可能な運営を確保するため、食肉流通全体で適切に費

用を分担する仕組みなど、最適な食肉供給システムの在り方について、国が

主体となって全国的な議論を進めること。 
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